様式第１号（第４条、第７条、第１０条関係）
　　　年度鳥取県障害福祉サービス事業所農業分野等チャレンジ支援事業補助金事業実施計画（報告）書
	補助事業の区分
	（１）新規作業受託　（２）自主農業の開始（スタートアップ）
（３）自主農業の生産性向上等

	事業実施期間
	交付決定日から　　　　年　　月　　日まで

	事業の内容
	目的・事業概要
	

	
	導入する機械器具・設備等
	名称
	用途・必要性
	金額（円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	招へいする専門家
	専門家の肩書・氏名
	指導内容・必要性
	金額（円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	スケジュール
	

	現在の取組状況
	現在の受託作業（又は生産品目）
	

	
	既存の機械器具・設備等
	

	
	農地所在地・面積
※事業区分（１）は記載不要
	

	
	実施体制（支援員）
	※事業に従事する職員・利用者数や地域との連携、支援者の状況などを記載してください。


	
	生産品の販売状況(取引先、流通経路)
※事業区分（１）は記載不要
	

	
	課題（報告の際は課題に対する改善状況）
	

	事業効果
	
	申請時点の状況
	想定される事業効果
（報告の際は結果を記載）

	
	障がい者の平均月額工賃（賃金）の上昇
	　年度：　　　円/月

	　年度：　　　円/月
　年度：　　　円/月

	
	受託作業料金（又は生産収入）
	
	

	
	その他想定される効果
	
	

	他の補助金等の活用の有無
	有　※有の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に関する問合せ先
（補助金の所管部署名・団体名及び連絡先電話番号）を記載してください。
無


　（注）工賃水準向上のための独自の事業計画書（引き上げ策及び引き上げ額を含む）を添付すること。
※専門家から農業技術指導を受ける場合、その技術指導の内容は鳥取県農業改良普及員の指導・助言対象外であることを確認している。
　右記に○（　確認済である　）
※「工事請負費」又は「委託費」が含まれる場合で、県内事業者への発注が困難であることがあらかじめ分かっている場合（該当しない場合には記載不要）
	対象経費（該当するものに○）
	工事請負費　　・　　委　託　費

	県内事業者への発注が困難である理由
	


※　消費税の取り扱い（該当するものに○）
（一般課税事業者・簡易課税事業者・免税事業者・特定収入割合が５％を超えている公益法人等・地方公共団体・仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者）
※　補助事業の内容が建設工事であって、補助対象となる建物に対し、過去に補助金を活用して整備した実績がある場合は、当時の整備内容を記載してください。また、今後当該建物（設備、備品を含む。）に他の補助金を活用する別の整備計画がある場合はその内容を記載してください。
	


※２者以上からの見積を徴収することが困難である場合はその理由（該当しない場合は記載不要）

	２者以上からの見積徴収が困難である理由
	




